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Abstract 
Although parties, elections and legislatures have been thought of as 
defining features of democracy, most authoritarian governments also rely on 
these institutions. Why are they created and maintained under 
non-democratic regimes?  This article tries to answer this fundamental 
question and examines how authoritarian parties, legislatures and elections 
affect regime survival. Often dismissed as window dressing, nominally 
democratic institutions, such as legislatures, political parties, and elections, 
play an important roles and are thought to enhance a regime's durability. 
Moreover, since the end of the Cold War, authoritarian incumbents have 
learned to more effectively manipulate these institutions in ways that 
enhance their power-prolonging effect. This paper discusses how and why 
these institutions help dictatorships maintain power. 
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はじめに 
 権威主義体制（独裁制、専制、非民主主義体制）の頑健性、強靱性あるいは耐久性に注目す
る議論はもはや目新しいものではなくなりつつある。筆者も他稿で権威主義体制の持久力
の原因について簡単に検討したことがある[木之内､2015]。この論点については欧米で活発
な議論が展開されており、日本でもそれに刺激されて途上国政治研究に新たな視座の開拓
を試みる意欲的な研究例も散見されるようになった。権威主義の頑健性の原因は多岐にわ
たり、決して一つや二つに収斂されるような単純なものではありえないが、特に重要と目
される政治制度、具体的には政党、選挙、議会の体制の存否に与える影響をめぐる分析が
先行研究でも精緻さを増してきている。本稿では代表的な先行研究をレビューしつつ、権
威主義下の政党、選挙、議会の機能について若干の検討を加えたい。 
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１．政党の効用 
(1) 政権党の効用 
 権威主義体制の圧倒的多数が、体制を支える政権党を擁している。表 1 はそのことを示
している。 
 
表１ 権威主義体制の政党依存と権力獲得様式 
          政権党登場様式 
権力獲得様式 
権力奪取のために
創設された政党(%)
既存政党との連
携(%) 
権力掌握後に政
権党創設(%) 
政権党なし(%) 
革命、内戦、叛乱、侵略
（事例数22、15%） 
      73 
 
 
       5
 
 
      14
 
 
     9 
 
 
選挙での勝利 
（事例数37、25%） 
      68        18        14       0  
クーデタ  
（事例数90、60%) 
       3        26        37      34  
出所 Geddes[2005: 30] 
 
 上表は例えば、革命、内戦、叛乱、侵略で権力を獲得して発足した権威主義体制のうち、
権力奪取のために創設した政党を体制発足時に既に持っていて、その政党が新体制後にそ
のまま政権政党となったというケースが 73%を占めている、ということを示している。 
 権威主義体制発足のパターンとして最も多い比率 60%を占めるクーデタは、政党に頼る
ことなく決行される例がほとんどだが、それでも一旦政権掌握後は約６割強の支配者（殆
どの場合は軍政 Junta と考えてよい）は新たに政権党を作るか、既存政党と手を結ぶこと
によって政権党を擁するようになることも上表から読み取れよう。種類を問わず権威主義
体制は政権党を、欠くことのできない存在と見なしているといえる。それはなぜか。政権
党の存在にどのような価値を見いだしているのか。 
 権威主義体制にとっての政権党(１）の効用については他稿で論じたこともあるが（木之
内, 2015）、ここで少し別の角度から政権党の機能や効用を考えてみたい。 
 特定の指導者を支える政党を創設することは、彼の政治的生存に既得権益を見いだす
人々を広範に生み出すことになる。政権党は現体制への支持を調達すべく、支持者や社会
の隅々に各種消費財や公共財を散布する利益媒介マシンとして機能するだけでなく、党に
所属する、あるいは党と関係を結ぶことで自分の生活設計、人生設計、ビジネス設計を考
える人間を大量に生み出す装置として働く。要するに構造的に「党にぶらさがって生きる」
人間、集団を数多く作り出す。それは日本の自民党長期一党政権時代を思い起こしてもあ
る程度想像のつく状況であろう。党の運命を自分の運命に重ね合わせるこうした既得権益
集団は、必ずしも独裁者個人の人格的資質に惹かれて帰依したわけではなく、個人的な打
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算で政権党に与しただけかもしれない。しかしそれでも当該指導者にとっては動員を計算
できる支持母体となり、体制内の他の党派、特に軍に対する対抗力となりうる。実質は特
定指導者個人を助ける目的で発足した政党であっても、政党の公の党名、綱領、イデオロ
ギーは特定指導者への支持に限定されないある程度普遍的で非人格的な目的を掲げること
になる。そのことは当該政党が、現実にも、特定指導者支持に留まらぬ一定の一般的な目
標の実現に貢献する可能性を開き、特定指導者の政治的生命あるいは肉体的生命を越えて、
当該権威主義体制そのものの生命を延ばすことにも貢献する。 
 政権党は独裁者にとって軍に対する対抗力となりうる、という点を少し敷衍しよう。軍
は大量の武器と兵員を統轄しているがゆえに、常に権威主義体制にとって脅威となりうる
存在である。独裁者が軍出身であっても例外ではない。 
 独裁者が軍の脅威を軽減するために取りうる措置としては、まず人事の操作がある。反
対派の将官あるいはライバルとなりうる軍幹部を司令官職から外す、国境や島などの遠隔
地に左遷する、先進国駐在大使として体よく国外追放する、引退あるいは解任に追い込む、
といった手法がよく使われる。チリの軍人独裁者ピノチェトは自分と同期の将校を全員退
役させた。その一方で、独裁者は彼を支持する軍幹部を厚遇して軍内部に支持勢力を扶植
しようとする。パラグアイの軍人出身独裁者ストロエスネルやニカラグアの独裁者ソモサ
は、彼らに忠実な軍人を優先的に昇進させ、土地や密輸その他のビジネス利権を供与した
という。しかしこの手法は、冷遇された軍幹部の恨みを買って彼らによるクーデタを誘発
させやすい、という重大な危険も伴う。 
 軍の脅威を減らす第 2 の手法として、権威主義の支配者が準軍事組織、民兵を創設して
軍への対抗力に育てる、というやり方も珍しくない。しかしこの手法は軍全体の反発を買
って、却ってクーデタの原因となりやすい。 
 そこで、独裁者・権威主義体制を支える大衆ベースの政権党を創設することが、軍の不
満分子集団による政治への容喙を抑止するもう一つの戦略となりうることに注目したい。 
 軍による権力掌握は通常、流血を伴わない。軍が団結し、殆どの市民が軍の介入による
政権交代を支持もしくは黙従する場合には軍は自分が選んだタイミングと方法で政治に介
入できることを示威することが狙いである。政治介入を謀る軍人は大抵の場合、内戦を触
発するような介入を避ける。なぜなら軍は、軍自体の団結と実効性を何よりも重視するの
で、幾つかの党派に軍が分裂して相争う状況は望まないからである。軍はまた、大衆デモ
や文民側の武力蜂起による反発を招きそうだと予想できる政治介入も控える傾向にある
[Geddes,2005:3]。ロシア革命以来、市民に発砲せよと兵士に命令することは、兵士の命令
服従拒否、脱走、そして軍の団結瓦解に至りやすいということは周知だからである
[Cox,2009:10]。体制を支える大衆政党が存在すると、当該体制が脅威に面した場合に、そ
の政党が動員した大衆の大規模な反発を招く可能性が高まる。従って軍が介入をためらう
公算も高まる[Geddes,2005:3]。 
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 このように政権党は独裁者が他のライバル・エリートと対抗する上での有用なツールと
なりうるが、しかし（というよりも、それゆえに）、場合によっては独裁者にとって危険
な存在にもなりうる。例えば、独裁者の潜在的ライバルとなりうる盟友の誰かに、党を掌
握された場合などである。独裁者から政権党の創設や日常運営業務を委任された部下が、
政権党内に独自の派閥を培養し、独裁者の「寝首を掻く」危険性もある。アルジェリア独
立運動の指導者ベン・ベラが 1965 年軍事クーデタで失脚した例はこれに近い(２）。権威主
義を支える有力政権党を育てることは、有用な面が多いとしても、為政者にとって諸刃の
剣となる危険性を秘めている。成功した体制挑戦者は多くの場合、まずは優越政党の構造
の枠内で組織化を行い、しかる後に離反する。ケニアのキバキ率いるケニア国民連盟党、
メキシコのカルデナス率いる民主革命党、マレーシアのアンワール率いる人民正義党は、
どれも挑戦者が優越政党のメンバーである間に支持者を組織し、その後に離反して反対政
党を創設した例である[Wright and Escribà-Folch, 2011:286-287]。政権党を有能な組織
に育てれば「飼い犬に手を噛まれる」危険がある。しかし無能な組織にとどめておけば独
裁者が危機に面した時に彼を守ることができない。多くの独裁者が政権党の運営を親族に
任せているのは、こうしたジレンマを避けるために他ならない[Geddes,2005:5, 16]。 
(2) 野党の効用 
 野党の存在は、政府反対の言動の結集軸、糾合点、フォーカル・ポイントを提供するこ
とで、一般的に独裁政権にとっては危険と見なされる、と考えるのが普通であろう。であ
るからこそ、多くの権威主義体制で野党の存在・活動は、禁止されるか厳しく制約されて
きた。しかし、野党の存在・活動を許容することが、権威主義体制の存続を助ける可能性
もあるのではないか、少なくともそういう場合が起こりうるのではないかと筆者は考えて
いる。エジプトのムバラク体制崩壊に帰結する民衆抗議運動の全国的高揚についてダルウ
ィッシュ・ホサムが示した次の分析がこの点を考える上で示唆的である。少々長いが引用
してみよう。 
  (2004 年の「変革のためのエジプト運動」に代表される）政治的運動と（労働者の待遇改善要求
に代表される）社会経済的運動が要求するものは異なっていますが、両者は重要な特徴
を有しており、そのため両者は一大勢力として結びつきました。その特徴とは、第１
に、両者とも政党や職業組合のような既成の枠組の外で形成されたこと、第２に、非
合法のムスリム同胞団とは別に活動していたので、体制側が同胞団に対して行ってき
たような先制攻撃を回避できたこと、そして第３に、街頭とインターネットが、人々
を衝き動かし反体制活動を行う上で、唯一の、そして有力な空間だったことです。 
   これらの特徴のほか、両者には共通する組織的な強みがありました。(1)政党と異 
  なり反対運動勢力は体制による政治的な操作を免れることができた。(2)ムスリム同 
  胞団と異なり、反対運動勢力は指導者がいたり序列があったりする組織的な集団では 
  なかったので、体制側の明確な標的にならなかった。(3)党員資格を通じて、ある種  
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の利益を得ようとした政党幹部と異なり、新たに出現した反体制リーダーにとって、  
経済的、社会的利益は問題ではなかったという点です。これらの運動の社会的、政治  
的変革に対する要求は、主にボランティア活動によって行われたもので、そのために、  
既成政党よりも多くの活動的なメンバーを引きつける結果となりました。したがって、
体制側が反対運動を抑圧する伝統的な戦術は、政党やムスリム同胞団のような明確な
政治勢力に対処するときのようには、有効に機能しなかったのです[ダルウィッシュ・
ホサム：42-43]。 
   
 要するにダルウィッシュ・ホサムは、エジプトの民衆抗議運動は政党という形態をとら
なかったために、政権側も効果的に取り締まることができなかったと指摘する。ここから
逆に、抗議運動や反政府活動が政党という形をとっていれば、政権側も弾圧や取り込み（懐
柔）や操作のターゲットとして焦点を絞りやすい、従って戦略を立てやすい、と推定でき
るかもしれない。エジプトの事例は特殊なケースかもしれないので、安易な一般化は慎む
必要がある。むしろ野党の存在が独裁体制の存続にとって危険となるか、好都合となるか
は、個々の事例によって変わると考えた方がよい。 
 野党の存在が独裁体制にとってむしろ好都合となりうる少し極端な例をタンザニアに見
ることができる。タンザニアの議会制と大統領制は、17 もの政党が自由で公正な選挙に参
加するにもかかわらず、長いことタンザニア革命党（CCM）によって支配されてきた。タン
ザニア革命党政権は、つい最近まで不透明な方法で小規模政党に選挙運動費用を提供し、
批判票の受け皿として競わせ、共倒れさせてきた。これによって中道政党の CCM は、比較
的容易に勝利してきたのである[ブエノ・デ・メスキータ＆スミス, 2014：120-121]。 
 
２．議会の効用 
 権威主義体制下の議会の効用については山田［山田、2013:3-6］が手際よく、簡潔に整
理している。山田の整理も参考にしつつ、議会の効用に関する有力な先行研究の解釈を紹
介したうえで、若干の考察を試みたい。 
 山田も紹介する通り、注目に値する先行研究はガンディーら（Gandhi, 2008; Gandhi and 
Przeworski, 2006）に代表される議論とスボリック（Svolik, 2012）が示した議論である。
順を追って瞥見してみよう。 
(1) ガンディーらの議論 
 ガンディーは、独裁制下の名目的民主主義制度（議会、政党）について従来の主要な二
つの見方、即ちこれらの制度は無意味な飾りに過ぎないとする見方と、これらの制度は自
由化に向けた有意な前兆で民主化を促す機能を果たしているとする見方の両方とも、現実
の権威主義体制の行動を説明できないとして斥ける。彼女によれば、独裁者は二つの基本
的なガバナンス上の問題に直面し、権力を維持するためにはこれらを克服することを迫ら
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れる。一つは、体制に対する挑戦を阻止すること（叛乱阻止）、もう一つは被治者から協
力を引き出すことである（協力調達）。後者の課題解決が必要なのは、政策を執行するた
めには政策執行機関で献身的に奉仕する意欲のある市民を必要とするし、国内の繁栄は、
市民が自分の資本と労働とを生産的活動に提供する場合にのみ、産み出すことができるか
らである。要するに、「独裁者は国民の服従と協力とを調達しなければならないのである。」
［Gandhi, 2008: xvii-xviii] 
 ガンディーの議論をまず圧縮して示すと次の通りである。叛乱を挫くため、かつ協力を
引き出すため、独裁者は体制外集団に譲歩 concession をしなければならない。譲歩はレン
ト配分の形をとることもある。しかし反対派はもっと多くを要求してくるかもしれない。
すると支配者は政策上の譲歩も迫られるかもしれない。政策譲歩を組織するために、独裁
者は名目的民主主義制度を必要とする。議会は体制側と反対派とが各々の政策選好を表明
し合意を形成することのできるフォーラムとして機能する。潜在的反対派にとって、議会
は、たとえ限定された政策領域であろうと政策形成過程に影響を与えうる制度的経路を提
供する。現職権力者にとって、これらの制度（議会）は、反対派の要求を封じ込め、体制
側は弱いという印象を与えることなく反対派の要求に応えることのできる方法である。若
干敷衍しよう。 
 独裁者にとって最大の脅威は支配エリート（体制内エリート）からのものである。独裁
者が非立憲的な理由で権力を失う事例（クーデタや暗殺など）のうち、「体制内インサイ
ダーによる独裁打倒」が 68%を占めるという[Svolik,2012:5]。そこで独裁者は支配エリー
トを懐柔するために、政策形成の「奥の院 inner sanctum」を作る。共産主義体制下の政
治局 Politburo、軍政下の Junta（政策決定将官集団）がよく知られた例である。 
 しかし現権威主義体制への不満は、支配エリートからだけでなく、体制外の社会の広い
部分からも生じうる。社会から生じたこの脅威を阻止することは、独裁者にとってガバナ
ンスの問題を解決するためだけでなく、支配エリートの同僚たちに独裁者が事態をコント
ロールしていることを示威するためにも重要である。しかし市民の政治的服従を確保する
ためには、独裁者は社会の諸集団に一定の譲歩をせざるをえないかもしれない。 
 確かに独裁者はこうした社会からの脅威を駆除するために、強制力の行使すなわち弾圧
というオプションを選択することもできる。しかし強制力の行使はコストがかかる。弾圧
関連法令を制定し執行する、国民を不断に監視する、法令違反者に制裁を加える、これら
はどれもリソースを消耗する。さらに、弾圧という手法が常に効果があるとは限らないこ
とも、ラテンアメリカの軍政の研究で明らかにされている[Gandhi, 2008:74-76]。また弾
圧ばかりの恐怖政治では、国家の恣意的介入による国民の財産収奪という可能性が高まる
ため、人々の経済活動意欲を失わせ、国民は体制に非協力的となる公算が大きくなる[山田、
2014:4]。それどころか、国民の不満がますます蓄積され、それを押さえつけるために更に
弾圧を強めれば、国民の不満は更にいっそう悪化する･････という悪循環に陥りやすい。ま
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た弾圧があまりに苛烈になると、元々の体制支持者（特に穏健な支持者）までもが現政権
の強権的統治に疑問を抱くようになり、現体制と距離を置くようになることが、アフリカ
研究者から報告されてもいる［Bhasin and Gandhi, 2013:622］。それに弾圧ばかりに偏重
すると、強制力執行機関（軍、警察）が強大化して自立し、独裁者に牙をむく、という危
険性もある。 
 そこで独裁者は、体制への脅威を除去するとともに、国民からの協力を誘引するために、
何らかの譲歩 concession を示す必要に迫られる。国民を統治するにはムチだけでは駄目で
あり、アメも必要というわけである。譲歩にはまずレント（役得、利権、特権）の配分と
いう形がある。特定個人への便宜供与（買収など）もあれば、国家機関への雇用や公共事
業プログラムを通じて便益を社会に広く散布するなどレント配分も多岐にわたる。 
 しかし独裁者は単なるレント以上のものを提供することが求められるかもしれない。反
対派も自分たちの支持者を満足させるために、及び現体制と自分たちが関わることを正当
化するために（つまり、カネや利権だけで懐柔されたと後ろ指をさされないようにするた
めに）、政策上の譲歩を要求する可能性がある。 
 議会は独裁者にとって反対派と政策上の譲歩をめぐって取引するための好都合な環境を
設定してくれる。反対派諸集団を議会の枠内に包み込むことで独裁政府は、毎回バーゲニ
ングパートナーを再設定することなく、さまざまな政策領域をめぐって交渉することがで
きる。議会は体制側、反対派双方の選好と情報が明らかにされた交渉のアリーナ、フォー
ラムとして機能し、独裁者は交渉についての情報の流れをコントロールすることもできる。
反対派の要求も、その要求に対する体制側の譲歩も、街頭ではなく議会という閉じられた
フォーラムの内部で示されるため、反対派の要求も叛逆という外観を示すことはなく、体
制側の譲歩も屈服したという印象を晒さずに済む。従って独裁者は面子を失うことなく妥
協が図れる。また一般民衆の精査、審判を受けることなく妥協を形成することが可能とな
る。しかも結果として達した妥協は法律という形式を整え、法律として公表され、反対派
の同意という「お墨付き」を得た法律として独裁者は堂々とそれを執行できる。 
 議会には、反対派と体制側がレントと政策をめぐって交渉する上での政治的取引費用を
低減するという効用もある。反対派にとっては、権威主義下の議会という制度的枠組に包
摂されることは、包摂された集団が将来の体制側との交渉に包摂されるかどうかをめぐる
不確実性を減らす。レントや譲歩を常に引き出せる保証はないにしても、交渉の場に常に
臨める「会員」資格を与えられた、と言ってもよい。独裁者にとっては、議会があると、
譲歩をめぐる取引、交渉をする上で、信頼できる交渉相手の識別・特定・確認がしやすい
というメリットがあるほか、反対派の要求や選好が議会に凝縮して吸収されるので、街頭
での民衆動員という対処に苦慮する事態を避けることも可能となる [Gandhi, 2008: 
77-80]。 
以上の効用を活用して独裁体制は反対派を体制内に取り込む。ガンディーは「独裁者が
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政策譲歩を行いうるフォーラムとして、名目的民主主義制度は懐柔 co-optation の道具で
ある」ときっぱりと言い切っている［Gandhi, 2008: xviii］。  
(2) スボリックの議論 
 議会などの名目的民主主義制度の機能は反対派を懐柔することにある、とみるガンディ
ーらとは異なり、スボリックは、これらの制度の中心的機能は、「権威主義下の権力共有
におけるコミットメント問題と監視問題を軽減すること」にある、と結論づける[Svolik, 
2012:88]。これも敷衍してみよう。  
 権力から排除された人間からの挑戦をことごとくはね返すだけの十分なリソースを擁し
て政権に就く独裁者はほとんどいない。そこで独裁者は盟友を求める。そして共同の統治
から得られる利得を盟友集団と分け合うことで盟友たちの支持に報いると約束する。こう
した独裁者と盟友たちの合同統治から得られる利得共有をめぐる合意をスボリックは「権
威主義的権力共有」と呼ぶ。 
 独裁制では、この権力共有は、根本的なコミットメント問題に悩まされる。すなわち、
独裁者は共同統治の戦利品を共有するという約束を破ることで盟友たちを裏切る誘惑に駆
られる。しかし独裁制には、支配エリート間の合意を守らせることのできる独立した機関
がない。独裁者の約束順守は、もし彼が合意済みの権力共有を拒否すれば失脚させるとい
う盟友たちの威嚇に究極的には支えられている。しかしこのやり方は、スボリックによる
と、コストがかかり、粗雑で、ゆえに効果に乏しい抑止策だという。 
 そこで権威主義体制は権威主義的権力共有における監視問題（独裁者が盟友と交わした
約束を守っているかどうかをモニターする問題）を緩和する政治制度を創設することに活
路を見いだす。フォーマルな審議のための政策決定機関（政治局、諮問評議会、国会など）
が二つのメカニズムでこの問題を緩和する。第 1 に、政策決定の手続が制度化されるので、
エリート間の透明性を確保できる。審議のための政策決定制度は一般的に、独裁者と盟友
との間の規則的な相互作用を伴うので、彼らの間で透明性を高める効果がある。第 2 に、
これらの制度のもつフォーマルな性格が監視問題を軽減する。メンバーシップ、管轄権、
手順、意思決定に関わる公式の制度的ルールは、権力共有の合意が曖昧さを排して明確に
表現され、広く周知される。そのため、その合意の違反は直ぐに、また多くの者に感知さ
れることを保証する。 
 したがって、こうした制度があると、独裁者を監視することが容易となり、仮に彼が権
力強奪を企んだとしても手遅れにならないうちに発見できるという安心感を盟友たちに与
える。また、支配エリート間の透明性が増すので、独裁者の行動についての誤認や不信を
防ぐこともできる。この意味でフォーマルな政治制度は権威主義的権力共有の安定を高め
る。このように議会がエリート内の不必要な対立を防止するなら、権威主義的統治連合の
持続性、耐久性を高めることにつながる[Svolik, 2012:88-90]。 
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(3) 若干の考察 
 ガンディーらは、自らの所説の経験的妥当性を古今東西の豊富な実例から抽出しようと
すると共に、精緻な数式モデルで理論的妥当性も示そうと試みている。議会の主たる機能、
効用を反対勢力の懐柔に見出すこの議論は、筆者からは、議会とは権威主義体制が反対派、
不満分子を議会という枠内に吸収して、彼らとの関係を管理可能で定型的なそれへと変え
る装置である、という議論とも読めた。要するに「体制内化」する仕掛け、と見る解釈と
いってよかろう。 
 この所説の妥当性に対する反証例を挙げるのはさほど難しくはない。アンシャン・レジ
ーム末期のフランスでブルボン王朝が同意した「三部会」の招集は、革命の熱気を沈静化
するどころか、ますます加熱させた。ロシア帝政末期の国会開設もボルシェビキによる革
命実行の信念を穏健化することはなかった。また体制反対勢力の中には、体制側が示した
議会開設の姿勢や反対勢力を既存議会に参加させる姿勢を、体制側の弱気の現れと見なし、
体制打倒の動きを却って過激化させるものもいるかもしれない。 
 多くの権威主義体制が体制内エリートや反対派の懐柔、取り込みに意を砕き、それなり
の成果を収めているだろうと想像することは可能だが、懐柔に注目するアプローチの難点
は、ガーシェウスキーも指摘している通り［Gerschewski,2013 :22］、測定することが難
しい点にある。目下のところ、懐柔を測定する適切な指標はない。体制側が反対派の政策
実施要求に譲歩を示すことで反対派を懐柔することはあるだろう。こういう場合は測定で
きる。しかし、現体制側が特定の人間や勢力に物質的便益や権益を個別に供与することで
懐柔、取り込みを図る場合は、その性質上、衆人環視の下で公然と行われることはまずあ
りえない。記録に残されるとも考えにくい。こういう場合は測定が困難である。体制側が
懐柔策によって所期の目標（エリートの凝集と離反防止、反対派の体制内化）を達成した
というためには、便宜供与によって懐柔対象者が当初の政策選好を変えた、という因果関
係が証明されなければならない。しかしこの証明は現実には難しい。当事者が懐柔の取引
内容や駆け引き過程を正直に告白するとも思えない。懐柔に注目する論者も、代用指標を
手がかりに懐柔の存在とその効果を間接的に推定しているのが現状である（例えば、軍事
費の増額をもって現職権力者は軍部を懐柔している、と見なす等）。 
 また山田（2014）や諏訪（2014）、加茂（2013）、五島（2014）らがそれぞれ論じてい
るように、アジアで共産党一党独裁体制を敷いている中国、ベトナム、ラオスには、議会
に相当もしくは近似した機関はあるものの、共産党と権力を争う「野党」は存在せず、体
制に脅威を与える存在と認識される組織や個人は抑圧的な手段で排除されている。したが
って議会を通じた懐柔の対象となる勢力や集団はそもそも存在しない。ただし加茂は、中
国の民意機関である地方の人民代表大会と中国人民政治協商会議は、中国共産党と政府の
代理者として体制の意思を社会に伝達し、諫言者として社会の動向を把握して体制に伝達
することで、中国共産党と政府が社会動向の変化に応じた柔軟な政策を展開することを可
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能にしてきたが、近年は社会の代表者としての役割を発揮しつつある、という興味深い報
告を行っている。これらの代議制度は、体制反対勢力としてではないが、民意をすくい取
って表出する一定の役割を果たすことで、党中央や中央政府の政策立案と修正に不可欠な
情報を提供し、結果として中国の政治体制の安定維持に寄与しているという[加茂、
2013:11-44]。 
 スボリックの指摘は興味深い視点を提供しており、ガンディーと同様に豊富な実例で経
験的に検証する一方、数理的に妥当性を論じてもいる。議会の機能、効用を先行研究には
見られなかった視角から検討した功績は大きい。但し説得力に疑問が残る。政治局、Junta
といった政治の「奥の院」と、国会といった代議機関とを同列に論じている点にも違和感
をぬぐえない。仮にその点を不問に付すとしても、これらフォーマルな審議目的の政策決
定機関が制度化されたら、スボリックがいうようにスターリンや毛沢東のような「暴君」
の突出と暴走を本当に抑止できるのだろうか。制度がコミットメント問題の解決や暴君出
現抑止に効果があるとみるのは、制度の持つ拘束力を信頼する立場であろう。制度をルー
ルの束、ルールの体系と捉えるなら、制度の拘束力を信頼することは、「法治」の力を信
頼する立場でもあると言ってもよいと思う。しかしそもそもスターリンや毛沢東は既存制
度の拘束力をはなから無視し、既存制度を超越したからこそ「暴君」だったのではないか。
革命という、既存制度を根底から覆す行為を平気で行うような類いの人間に、制度は拘束
力を発揮するのだろうか。制度の不備は、暴君の出現・暴走と無関係とはいわないが、暴
君突出の主たる原因とは考えにくい。 
確かにルールの制定は、ルールからの逸脱をなくすわけではないが、ルールへの参照を
手がかりに自己の行為を組み立てていくことを可能にするという意味で、逸脱を減らす機
能をもつ。ルールの束としての制度はこのように人間の行動の準拠点・参照点となりうる
[盛山、2000:188]。したがって制度には、制度に込められた目的へと人間を徐々に枠づけ
ていく効果があるのかもしれない。その意味ではスボリックの解釈が妥当している可能性
もある。いずれにせよスボリックの議論は、権威主義体制の審議政治制度を再考する一つ
の起点を作り、独裁制の持続性や安定性を新たな角度から検討する地平を開いた。その功
績は評価してよい。 
 
３．選挙の効用 
 従来多くの研究で、権威主義体制下の選挙は、独裁者がエリート、党員、大規模集団を
懐柔・籠絡するために使うことのできる制度的ツールと捉えてきた。 
 独裁者にとって、選挙は、エリートたちに公職の役得・利権を広く散布するための最も
好都合で効果的な方法といえる。エリートたちは、選挙を、（公職に個別に任命される場
合とは反対に）利権分配の「公正で」、「効率的な」方法と見なすかもしれない。公職及
びそれに伴う利権・役得を獲得できるかどうかは、選挙に出馬したエリート各メンバーた
鈴鹿大学紀要ＣＡＭＰＡＮＡ　Ｎｏ．２２，２０１５36
ちによる有権者の買収と説得の能力及び実績にかかっているからである。こうして独裁者
は、もっとも「人気のある」エリートたちが体制と連携すること、彼らが体制の目標に奉
仕することに慢心したり安住したりしないことを確保するのである [Gandhi and 
Lust-Okar, 2009：405]。 
 選挙はまた反対派を懐柔する（co-opt）のにも役立つ。現体制が後援していない候補者
と政党に地方選挙、国政選挙に出馬することを許容することで、独裁体制は、利権・役得
が期待できる公職就任への手段と限定的ながら政策決定能力とを彼らに提供する。そうす
ることで、独裁体制は反対勢力を分断しようとする。選挙を使って反対勢力を切り崩すわ
けである。選挙は反対派に複合的な誘因を与える。彼らは、現存の独裁に反対しているか
もしれないが、同時にまた、政府の利権役得の便益にも与りたいと思っているかもしれな
い。独裁者は、選挙を実施し、候補者と政党の法的選挙出馬資格に関わるルールを定める
ことで、選挙参加を認められないアウトサイダーと、参加を認められ、現体制に対してい
ろいろと資本、元手をかけるようになる（換言すれば、現状に対して既得権益、埋没費用
sunk cost を有する）インサイダーとから構成される「分断された異議申し立て構造」を
創り出す[Lust-Okar, 2005: 36-40: Gandhi and Lust-Okar, 2009：405]。 
 権威主義体制下の選挙に参加することが容認された候補者及び政党の間ですら、選挙に
実際に参加するかどうか、選挙で他の政党や勢力と連合を形成すべきかどうか、選挙結果
を受け入れるべきかどうか、等をめぐって意見の対立が生じるかもしれない。こうした対
立はイデオロギー的立場の違いや政党の規模の違いから起きるかもしれないが、選挙での
競争を構築する選挙ルール（立候補資格など）からも生じるかもしれない[Gandhi and 
Lust-Okar, 2009：405]。いずれにせよ独裁体制は、反対派に選挙への参加を認めることで、
このように反対派内部に亀裂が生じる可能性を高める。但し常にこうした効果が約束され
るわけではないことに留意しておきたい。 
 権威主義体制にとっての選挙の効用として、よく知られているのは「抑止シグナリング
効果」であろう。現職権力者が勝つことが始めから分かりきっている茶番に近い選挙を権
威主義体制が手間ひまかけて繰り返し実施する理由は、現職権力者（政党）の圧勝を演出
することで、現職権力者（政党）の無敵・盤石ぶりを体制内外に誇示し、体制内外の潜在
的な挑戦者、不満分子に、現体制に挑戦するのは不可能に近いと思わせることにある。特
に体制内の権力欲旺盛な野心的なエリートに対し、体制から離脱して現政権に挑戦しても
勝ち目は乏しい、それよりは体制内に残留して現体制支持を続けた方が結局は得策だ、と
納得させる効果（エリート離反抑止効果、エリート係留効果）が独裁制下の選挙ではとり
わけ重要な機能だとされる。要するに現体制の圧倒的パワーを見せつけることで、体制へ
の脅威（クーデタや革命など）を抑止する効果が独裁体制下の選挙には込められている、
と理解されてきた。 
 選挙が現職権力者の無敵・盤石ぶりのイメージを放射するメカニズムは二つある。第１
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に選挙は現体制に挑戦する可能性を持つ者に、選挙がなければ表面には現れなかった（現
体制への）潜在的反対の規模、広がりについての情報を与える。現体制への支持と反対の
分布、比率が数字で否応なしに挑戦者の目に焼き付く。それに関連して第２に選挙は、選
挙運動及び開票結果の両方を含め、現職権力者と潜在的挑戦者との間で動員できるリソー
スのアンバランスがどれぐらい大きいかを、現職権力者がコストをかけて伝えるシグナル
である[Geddes, 2005:5]。 
 現職権力者が圧勝することが通例とはいえ、たとえ独裁制下の選挙であっても、選挙の
結果は厳密にはふたを開けてみるまで分からない。権威主義の現体制が選挙で負ける可能
性は決してゼロではない。今日では独裁体制下の選挙でも、ほとんどの場合、秘密投票制
が確保されているだけに、なおさらそう言える。じっさい選挙の結果、権威主義支配者が
政権を失った例もある。2002 年選挙結果としてのケニアの「ケニア・アフリカ民族同盟
KANU」一党支配体制の崩壊、2011 年選挙敗北を受けたザンビアの政権党「複数政党制民主
主義運動 MMD」の野党転落などが近年の例である[Kendall-Taylor and Frantz, 2015:76]。 
 権威主義下の選挙は、選挙である以上は民主主義下の選挙と同様にコストがかかる。現
職権力者の圧勝を演出しなければならないとしたらむしろ民主主義の選挙以上にコストが
かかるかもしれない。更にたとえ小さくとも現職権力者が敗北するリスクもある。である
以上、選挙は権威主義体制にとって、そうしたコストとリスクを相殺してあまりある便益、
効用がなければ実施する意味がない。コックス（Cox, 2009）は、そうした便益、効用を次
のように説明する。権威主義の支配者は自分に起こりうる運命として次の三つを予想する。
すなわち①権力継続、②非暴力的手段による権力喪失、③暴力的手段（クーデタや革命、
テロなど）による権力喪失、である。従って彼らは次の二つの目標に動機づけられている。 
  (a)できるだけ長く権力の座にとどまる。 
  (b)仮に権力から追放されることがあるとしても、暴力的追放（それは投獄、亡命、 
あるいは処刑につながることが多い）を避ける。 
選挙は、コックスによると、支配者が権力から暴力的に追放されるリスクを低減するか、
あるいは、彼が権力の座に留まるコスト（反対派弾圧コスト、不満分子監視コスト、情報
統制コスト、挑戦者・ライバルを買収・懐柔するコストなど）を削減することに効果があ
る、その意味で上の二つの目標を叶える。 
 それではどうして選挙にはこうしたリスク低減効果、コスト削減効果があるのか。 選挙
がないならばクーデタ或いは革命を決行するであろう人間も、選挙があれば、そうした暴
力的叛乱を決行しないことを選択する、というのがコックスの解答である。こういう効果
を生み出しうる経路は下記の通りである。 
 第１：選挙実施は、権力追求者間の情報の非対称性を減らすかもしれない。そうするこ
とで体制挑戦者が暴力に訴えるチャンスを減らすかもしれない。コックスは古代スパルタ
の選挙を比喩に用いる。スパルタの選挙では、ある候補者の支持者は、自分の槍を自分の
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盾にぶつけながら、できるだけ大声で叫びつつ投票したという。ある候補者の支持者の戦
闘精神と能力を測るうえでこうした選挙の効用は明らかである。選挙を通じ、競合する双
方の陣営の力が双方に共通に観測されているので、暴力に実際に訴えかける可能性は低く
なろう。競合するアクターたちの資源とその優劣関係が誰の目にも分かるので、「勝負は
実際にやってみなければわからない」と考える者は減るだろうということである。 
 第２：選挙を実施することは、さもなければクーデタか暴動を敢行しようとしていた人
間に、暴力的手段に代わる権力獲得ルートを提示することになるかもしれない。ただしこ
のロジックが効果を持つためには、第 1 に、（体制への）挑戦者は、自分は現職権力者か
ら体制側の後継指導者として指名され、そして総選挙で勝利するチャンスがある、或いは
自分たちは反対派の候補者として総選挙で勝つチャンスがある、と信じるようにならなけ
ればならない。第 2 に、現職権力者は、事実無根の選挙結果を「製造する」能力を放棄し
なければならず、且つまたそのことが信用されなければならない。そうでないと、選挙で
示された権力に至る代替的ルートは幻想だとみなされるだろう。そうなるとクーデタや暴
動は抑えられない[Cox, 2009: 9-10]。このような条件が必要とはいえ選挙は、平和的手段
で最高権力に挑戦するための公式の経路を開通させることになるので、体制に対する暴力
的挑戦の効用を低下させる。コストに敏感な挑戦者は、bullets（銃弾、すなわち暴力的体
制転覆行動）で権力を奪うよりは、ballots（投票用紙、すなわち選挙）によって権力を掌
握する道を選択するであろう[Schedler, 2013: 35]。 
 権威主義体制下の選挙は、民主主義国のそれとは異なり、「自由で公正」であることは
まずあり得ない。しかし権威主義体制下の選挙でも、一定の競争は演じられる。政権党候
補者同士で、政権党候補者と無所属候補者の間で、政権党候補者と反対派候補者の間でそ
れが見られる。この競争が体制に幾つかの便益をもたらす。 
 第 1 に、政権党党員間の競争は、有権者に、体制に反対することなく、無能な地元指導
者、あるいは金権まみれの指導者を拒否することを可能にする。 
 第 2 に、政権党内の競争あるいは無所属候補の出馬は、各地元の政府職員・政権党幹部
がどの程度精勤しているかの情報を中央の指導部に伝える機会となる。こうした競争があ
れば、地方エリートが仲間内で示し合わせて党の役職を独占したり、公金を横領する危険
を防ぐこともできる。 
 第 3 に、無所属候補は普通、政権党の候補者公認を得られなかった者だが、仮に当選す
れば、政権党に加入するのが通例である。これによって政権党は、地元で人気のある指導
者を編入することができる。 
 第 4 に、政権党内の競争は、党要員の新陳代謝を促し、最も優れた能力・実績を示した
者を選出することにつながる。 
 第 5 に、さもなければ不満を募らせて反体制派に合流しかねない野心満々の人物に社会
的上昇の経路を開いてみせる効果がある。 
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 第 6 に、政権党執行部としても有権者の支持を集めると目される人物を党の候補者とし
て公認することを迫られるだろう。党公認を得て立候補し当選した者は、公認を与えた党
の期待に応える責務があり、また精勤と実績を示せなければ次回以降の選挙で落選するか、
そもそも公認が得られなくなる恐れがあるので、それなりに勤務に献身すると期待できる。 
 以上総合すると、権威主義体制下の選挙は、現体制に精気、活力を与え、政権党や体制
の体質の健全さを保つことに資する［Geddes, 2005:22］。 
 
４．ポスト権威主義体制下の選挙と政党 
 権威主義体制下の政権党・優越政党は、権威主義時代のみならず、仮に体制が民主主義
に移行した後にも、一定の重要な機能を果たしている、と捉える議論に注目してみたい。 
 権威主義体制の支配者やエリートは民主化移行に反対するか、もしくは強い難色を示し
て逡巡するのが普通だが、それはイデオロギー的理由に基づくよりも、民主化したら自分
が現在享受している権益を失う、自分の生命・身体・財産の一部もしくは全部が剥奪され
ると懸念するからであろう。逆にそうした懸念が払拭されるなら体制移行に対する彼らの
心理的抵抗が減り、その限りで民主化移行の可能性が高まるといえる。ライトら(Wright 
and Escribà-Folch, 2011)は、権威主義下で有力な政党が存在すると、民主化へのエリー
トの懸念を緩和し、民主化の見込を高めると指摘する。 
 制度化された優越政党を基盤とする権威主義体制におけるエリートは、民主化移行後の
選挙にその政党の候補者として出馬し、勝利することがよく見られる。こうした優越政党
は、民主化移行後も権威主義エリートの利益を保護することを助ける大衆支持網と長期の
選挙支持母体を（権威主義体制時代に）構築することに寄与する。優越政党が権威主義体
制時代に築いた政治資源は、民主化後も選挙で威力を発揮し、旧体制エリートの権益保護
に大いに活躍する。軍政のエリートは体制移行後の選挙に直接参加することはめったにな
い。しかし、軍政期間中の政党システムの制度化は新生デモクラシー下で軍の組織利益を
温存することを助ける。というのもこうした制度（制度化された政党システム）は、軍の
盟友政党（軍が創った翼賛的政権党、もしくは軍と提携を結んだ政党）の候補者が、新生
デモクラシーの選挙で議員あるいは大統領に選出される可能性を高めることができる。こ
うした議員もしくは大統領が軍の利益を犠牲にする法案や政策の推進に積極的になること
はまず考えにくい。 
 軍政下の政党が立憲議会の構成に影響を与えることによって民主化移行後の軍（及び旧
体制エリート）の利益を守るという場合もあろう。体制移行後の選挙のルールは、大抵の
場合、移行前に選出された立憲議会で決定される（グアテマラ、ホンジュラスなど）か、
或いは、立憲議会として活動する最初の民主主義下議会で決定される（ブラジルなど）。
軍が体制移行前の軍政時代に政党の活動を容認していて、且つとくに軍が後援する政党が
軍政時代に成長している場合には、これら立憲議会は軍と盟友関係にある政党に属する議
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員で多くの議席を占められる可能性が高くなる。となれば軍は、盟友政党議員が多数を占
める立憲議会もしくは新体制下最初の国会を通じて自分たちの利益を新体制移行後も守る
ような憲法や選挙 規則を制定することも可能 となる [Wright and Escribà-Folch, 
2011:291]。例えば 1985 年のグアテマラでは、それ以前の権威主義時代に軍と同盟関係を
結んでいたキリスト教民主党のセレーゾ・アレバロが大統領に選ばれた。カンボジアでは
共産主義時代の指導政党「カンボジア人民革命党」が、1991 年の民主化移行後も、党名を
カンボジア人民党と変えた上で、旧体制下で構築した政治資源と行政資源を存分に活用し
て今日まで政治の実権を握り続けている[木之内, 2006:57-77]。 
 ゲッデスら（Geddes, Wright, and Frantz 2014）は、大量のデータを解析した上で、権
力の座から追放された独裁者の運命を次のように整理している。独裁の一類型である「個
人独裁」の場合、追放された独裁者のほとんど（69%）は、亡命か投獄か処刑という苛酷な
運命に遭遇する。他方、「優越政党依拠型の独裁」では、独裁者が権力から追い落とされ
ても、亡命・投獄・処刑といった制裁を受ける独裁者は、その内の 37%程度にすぎない。 
個人独裁の場合、仮に体制移行した後に独裁者に保護や支援あるいは免責を提供しうるよ
うな専門的軍部や組織化の進んだ有力政党を、独裁時代に彼にとって脅威となりうるとの
理由で育ててこなかったことがこうした数字の違いを説明するかもしれない[Geddes, 
Wright, and Frantz 2014:321]。権威主義の支配者が彼を支える政党を育て、その制度化・
組織化を進めておくこと、軍と良好な関係を構築することは、権威主義体制の安定と持続
に資するだけでなく、仮に体制が移行した場合にも旧体制エリートの利益さらには生命を
守る一種の保険の役割をも果たしている。 
 
おわりに 
 権威主義体制の頑健性の要因をめぐる議論、独裁体制下の政党、選挙、議会が果たす（果
たしうる）機能や効用をめぐる議論は欧米では大変活発化し、日本でもそれに刺激された
研究が展開しつつある。しかし議論がいささか混迷してきた印象も禁じ得ない。これらの
制度は権威主義体制の耐久性を高めるとする議論（近年はこの議論が有力である）がある
一方で、正反対にこれらの制度は権威主義を蝕む、民主化の展望を開くとする議論も消え
てはいない。これらの制度は現職権力者（独裁者、独裁体制）に有利で野党にとっては一
見役立つように見えて結局現実には不利に働くと説く立場もあれば、野党や反対派にも効
用があると論じる者もいる。事例は多種多様である以上、一つの解釈やモデルで全ての事
例を説明できるはずもないことは当然であろう。議論の混迷は、議論が活発化したことに
よる副産物と考えるべきなのかもしれないし、研究者にとっては取り組むべき課題がまだ
豊富に残されているテーマであることを示すものと捉えるべきなのだろう。 
 また管見の限りだが、権威主義体制の頑健性や安定性を左右する要因を、支配者と被治
者、独裁者と盟友エリート、支配エリート間のレント、スポイル spoil（利得、利権、特
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権、戦利品）の配分方法に求める議論が多いという印象も受ける。これは、権威主義的支
配を基底で支えるものとして物質的・世俗的インセンティブに焦点を当てる近年の研究動
向を反映しているのかもしれない[Levitsky and Way, 2012:870]。権威主義体制だけでな
く、レント、スポイルの配分あるいは物質的・世俗的インセンティブに注目することは、
政治体制を理解する上で勿論重要である。しかし半面、強制力やイデオロギー的要因への
着目が相対的に低下している気がする。強制力、暴力、イデオロギーの果たしている（果
たしてきた）役割を正面から問い直す研究が待たれる。 
 最後に指摘すべきは、一見頑健に持続している権威主義体制を目して、その体制下にあ
る制度、機関、組織には何か体制の持続を支える機能や効用があるはずだ、という（機能
主義的な）想定なり結論が無意識のうちに先行し、その想定、結論に合致する証拠や実例
ばかりに目が奪われる傾向、いわゆる「確証バイアス」にわれわれは陥ってないか、とい
う点である。確証バイアスの誘惑はもちろん権威主義研究に限ったことではなく、さらに
いえば政治研究に限ったことでもないが、安定とか秩序を考える場合につい陥りがちな認
知バイアスであると考えられるので注意したい。 
           
（注) 
（１）本文中では「政権党」、「翼賛政党」、「優越政党」、「体制党」を権威主義体制の支配 
者・支配集団を支 える政党という意味でほぼ互換的に用いる。 
（２）独立後ベン・ベラは独立運動の中核「民族解放戦線(FLN)」の再建を親密な盟友だっ
たモハメド・ヒデールに任せたが、ヒデールによる FLN 再建の進捗をベン・ベラ個
人支配への潜在的脅威と見なし、解任した。これに象徴される党内対立が、軍事ク
ーデタでベン・ベラが失脚した際に FNL が特に反発を示さなかった原因とされる。
(Geddes, 2005:16) 
         
参考文献 
 加茂 具樹 2013 「現代中国における民意機関の政治的役割」『アジア経済』第 54 巻、4
号、11-46 ページ 
  木之内 秀彦 2004 「カンボジア「民主化」過程の現在」玉田芳史、木村幹（編）『民主
化とナショナリズムの現地点』ミネルヴァ書房、57-77 ページ 
 木之内 秀彦 2015「ネオ権威主義の相貌」『鈴鹿国際大学紀要』No.21, 55-75 ページ 
  諏訪 一幸 2014「中国共産党中央と全国人民代表大会」、『一党支配体制下の議会：中
国、ベトナム、ラオス、カンボジアの事例から』調査研究報告書 2013、アジア経済
研究所、1-21 ページ 
 盛山 和夫 2000 『権力』東京大学出版会    
 ダルウィッシュ・ホサム 2011「アラブ世界の新たな反体制運動の力学」酒井啓子編『〈ア
鈴鹿大学紀要ＣＡＭＰＡＮＡ　Ｎｏ．２２，２０１５42
ラブ大変動〉を読む』東京外国語大学出版会、33-49 ページ 
 ブルース・ブエノ・デ・メスキータ＆アラスター・スミス, 2013『独裁者のためのハン
ドブック』四本健二＆浅野宜之 訳、亜紀書房 
 山田 紀彦 2014「権威主義体制の維持と議会の関係」『一党支配体制下の議会：中国、
ベトナム、ラオス、カンボジアの事例から』調査研究報告書 2013、アジア経済研 
   究所、1-20 ページ 
  Bhasin, Tavish, and Jennifer Gandhi, 2013 “Timing and targeting of state 
repression in authoritarian elections ” Electoral Studies, Vol.32, 
pp.620-631. 
Cox, Gary W., 2009“Authoritarian elections and leadership succession, 1975-2000”
American Political Science Association 2009 Toronto meeting paper 
 Gandhi, Jennifer, 2008 Political Institutions under Dictatorship, Cambridge 
University Press. 
  Gandhi, Jennifer, and Adam Przeworski 2006 “Cooperation, Cooptation, and Rebellion 
under Dictatorships”Economics & Politics, Vol.18, No.1, pp.1-26. 
 Gandhi, Jennifer, and Ellen Lust-Okar, 2009.“Elections Under Authoritarianism” 
Annual Review of Political Science, 12, pp.403-422. 
 Geddes, Barbara, 2005.“Why Parties and Elections in Authoritarian Regimes?”A paper 
prepared for presentation at the annual meeting of the American Political 
Science Association, Washington DC. 
 Geddes, Barbara, Joseph Wrigt and Erica Frantz 2014 “Autocratic Breakdown and 
Regime Transition: A New Data Set”Perspectives on Politics, Vol.12, No.2, 
pp.313-331. 
 Gerschewski, Jahannes, 2013 “The three pillars of stability: legitimation, 
repression, and co-optation in autocratic regimes”Democratization, Vol. 20, 
No. 1, pp.13-38. 
  Kendall-Taylor, Andrea, and Erica Frantz 2015.“Mimicking Democracy to Prolong 
Autocracies”The Washington Quarterly, Winter 2015, pp.71-84. 
 Levitsky, Steven R., and Lucan A. Way 2012 “Beyond Patronage: Violent Struggle, 
Ruling Party Cohesion, and Authoritarian Durability”Perspectives on Politics, 
Vol.10, No.4. pp.896-889 
  Lust-Okar, Ellen, 2005 Structuring Conflict in the Arab World, Cambridge University 
Press. 
 Schedler, Andreas, 2013. The Politics of Uncertainty: Sustaining and Subverting 
Electoral Authoritarianism, Oxford University Press. 
権威主義体制下の選挙・議会・政党：再考 43
 Svolik, Milan W, 2012  The Politics of Authoritarian Rule, Cambridge University 
Press 
  Wright, Joseph, and Abel Escribà-Folch 2011“Authoritarian Institutions and Regime 
Survival: Transitions to Democracy and Subsequent Autocracy”British Journal 
of Political Science, Vol. 42, pp.283-309. 
鈴鹿大学紀要ＣＡＭＰＡＮＡ　Ｎｏ．２２，２０１５44
